
＜本人認証サービス契約条項＞ 

クレジットカード決済サービスに付随して本人認証サービスの利用を希望する場合には、

クレジットカード決済サービス契約条項に付帯して、本契約条項が適用されるものとしま

す。 

 

第 1 条（用語の定義） 

本契約条項における用語は、以下の意味を有するものとします。 

1. 「本人認証サービス」とは、申込者（以下、「甲」という。）が通信販売の申し込みを

ネットワークで受け付ける際に、加盟カード会社が各々提供する本人認証方式による

認証手続きを利用するためのサービスをいいます。 

2. 「加盟カード会社」とは、クレジットカード決済サービス利用の対象となる甲が加盟

するクレジットカード会社をいいます。 

 

第 2 条（本人認証サービスへの参加） 

1． 甲は株式会社オリエントコーポレーション（以下、「乙」という。）に対して、加盟カー

ド会社所定の方法による本人認証サービスへの参加にあたって、甲に係る本人認証サー

ビスへの登録に関する情報を提供するものとします。 

2． 乙は、前項で提供を受けた情報を加盟カード会社へ提出するものとします。 

3． 甲は、加盟カード会社から本人認証サービスの利用を認められた場合、加盟カード会社

から付与される ID およびパスワード等（以下、「ID 等」という。）の管理、および通信

販売の申込者が加盟カード会社よりカードを貸与されている本人であることの認証を

得るための加盟カード会社所定の手続（以下、「本人認証手続き」という。）を乙に委託

するものとします。 

4． 甲は、本人認証サービスの利用を開始する開始希望日を開始希望日の 45 日前までに乙

に連絡するとともに、乙より本人認証サービス開始予定日の連絡を受けた場合には、当

該開始予定日の 30 日前から加盟カード会社が指示した内容を通信販売の申込者に告知

するものとします。なお、本項に違反した場合、甲は、本人認証サービスの利用を開始

してはならないものとし、開始したことにより起こる一切の事象に関しては甲が自己の

責任と費用により処理するものとし、乙に対し何ら迷惑をかけないものとします。 

 

第 3 条（本人認証サービスの利用） 

1． 甲は、本人認証サービスを正常に利用するために必要な甲サーバー用コンピュータ・プ

ログラムの開発（本ソフトウェアの改変を含みます）について、乙所定のマニュアルに

基づき甲自身の責任と費用で行うものとします。 

2． 甲は、顧客から通信販売の申し込みを受け付けた場合、乙に対し本人認証手続の実行を

依頼するものとします。 



3． 乙は、甲による本人認証手続きの結果を加盟カード会社から受領し、当該結果を甲に送

付するものとします。 

4． 甲は、前項に基づく本人認証手続の結果が、加盟カード会社が独自に定める通信販売不

可条件に該当しない場合には、本人認証手続結果を示す符号を乙所定の形式に沿って付

加し、売上承認手続をとるものとします。なお、本人認証手続の結果、通信販売不可条

件に該当した場合の当該通信販売申込者への対応は甲が責任をもって行い、乙に対し何

ら迷惑をかけないものとします。また、加盟カード会社が独自に定める通信販売不可条

件については、甲自ら加盟カード会社に確認するものとします。 

5． 乙は、加盟カード会社のシステムの不具合により本人認証サービスの提供が停止または

中止した場合であっても、何ら責任を負わないものとします。 

6． 乙は、甲が前 4 項に定める本人認証手続結果を示す符号を付加せずに売上承認を行った

場合、何ら責任を負わないものとします。 

7． 乙は、顧客の入力ミス等により、本人認証手続の結果が通信販売不可条件に該当した場

合、何ら責任を負わないものとします。 

 

第 4 条（使用許諾） 

乙は、本人認証サービスの提供にあたり、乙の有する本人認証システム（以下、「本人認証

システム」という。）の非独占的な使用権を甲に許諾するものとします。 

 

第 5 条（標識等の表示） 

甲は、加盟カード会社が指示した場合には、本人認証サービスの利用を開始した日以降そ

の利用を終了するまでの間、本人認証サービスの利用を認められた者であることを示す加

盟カード会社指定の標識および内容を表示するものとします。 

 

第 6 条（情報の取扱い） 

1. 甲は、顧客から本人認証サービスの実施対象となる電子商取引の申し込みを受けた場合

には、本人認証手続を行う前に、当該申込みをした顧客から、甲が収集した顧客に関す

る情報をカード発行会社に提供することについて、適法かつ適正な方法および内容で同

意を得るものとします。 

2. 甲および乙は、本人認証サービスの利用により知り得た本人認証手続の結果などの顧客

に係る情報を第三者に漏洩してはならないものとし、かつ本契約に基づく業務遂行の目

的の範囲外で利用をしてはならないものとします。 

3. 甲は、乙から、顧客の情報の取扱い（第 1 項の同意の取得に関するものを含むが、これ

に限られない）について指示等を受けた場合には、これに従うものとします。 

 

第 7 条（本人認証サービス利用の解除） 



1． 乙は、甲が次のいずれかに該当する場合、甲に対し事前の相当期間を定めた催告を行っ

たにも拘らず、甲の解除事由が解消しない場合には、本人認証サービスを解除すること

ができるものとします。 

（１） 本契約のいずれかに違反した場合 

（２） 甲による本人認証サービスへの登録に関し、虚偽の情報を乙に提供した場合 

（３） 本人認証サービスの利用に際し、必要とされる義務の履行を行わなかった場合 

2． 前項に基づき本契約が失効した場合には、甲に発行された ID 等も当然に無効となり、

甲の本人認証サービスの利用は中止されるものとします。 

 

第 8 条（「本人認証サービス」利用の一時停止） 

1． 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲へ事前に通知を行ったうえで本人認証サービス

を一時停止または中止できるものとします。 

（１） 本人認証システムの保守その他本人認証サービス運営上の必要がある場合 

（２） その他乙が必要と判断した場合 

2． 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲への事前通知または承諾なしに本人認証サービ

スを一時停止または中止できるものとします。 

（１） 天災、停電、その他本人認証サービスを継続することが困難になった場合 

（２） 本人認証サービス提供のためのハードウェアまたはソフトウェアの移設、保守、

点検または工事のうち緊急性を要する場合 

（３） 本人認証サービス提供のためのハードウェアもしくはソフトウェアに障害が生

じ、または障害発生のおそれが検出されたことにより、保安上緊急措置を要す

る場合 

3． 乙は、本人認証サービスの一時停止または中止に起因して生じたいかなる損害について、

一切責任を負わないものとします。 

 


